
月形町の給与・定員管理について
平成２０年３月１日作成

１　総括

（１）人件費の状況（普通会計決算）

人 千円 千円 千円 ％ ％

（２）職員給与費の状況（普通会計予算）

人 千円 千円 千円 千円 千円

（３）特記事項
なし

（４）ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

注） 1 ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。
2 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

２職員の平均給与月額、初任給等の状況

（１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成１９年４月１日現在）

①一般行政職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

②医療職（２） ③医療職（３）

歳 円 円 歳 円 円

歳 円 円 歳 円 円

（注） １

２

（２）職員の初任給の状況（平成１９年４月１日現在）

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

Ｈ１９ 94.6 93.0 93.9
Ｈ１４ 98.8 95.0 96.0

一人当り
給与費
B／A

5,729

給与費

給料 職員手当 期末勤勉手当 計B

243,972 44,412 89,702 378,086

区分

平成19年度

職員数
A

66

平成18年度

区分
住民基本台帳

人口
（平成18年度末）

18.7

歳出額
A

実質収支 人件費
B

平成17年度の
人件費率

人件費率
B／A

4,071 3,107,107 84,060 578,114 18.6

区分 平均年齢
平均給料

月額
平均給与

月額

38.1 308,696 347,530

北海道
43.5 321,798 391,497

月形町

類似団体
42.7 321,308 368,932

国
40.7 325,724 383,541

区分 平均年齢
平均給料

月額
平均給与

月額

月形町
41.3 336,417 343,167

区分 平均年齢
平均給料

月額
平均給与

月額

333,528

注）１  　職員手当には退職手当を含まない。
　　２  　職員数は、平成１９年４月１日現在の人数である。

月形町 類似団体平均 全国町村平均

月形町
32.2 273,292 287,958

170,200 170,200

類似団体
41.3 297,204 333,528

一般行政職

月形町 国

類似団体

138,400 138,400

「平均給料月額」とは、平成１８年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したも
のであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。
また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、
比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものである。

41.3 297,204

区分

大学卒

高校卒

大学卒

短大卒 154,200 154,200
医療職（２）

医療職（３）
大学卒

短大3卒

- -

198,800 198,800

- -



（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成１９年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円
※記載されていない欄は、当該年数の職員が在職していないため。

３　一般行政職の級別職員数等の状況

（１）一般行政職の級別職員数の状況（平成１９年４月１日現在）

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

（２）昇給への勤務成績の反映状況

２号俸～２人　４合俸～５９人　７号俸～２人

-

-

短大卒 - - -

-

-

-
医療職（２）

大学卒 - -

一般行政職
大学卒 -

経験年数20年区分 経験年数10年 経験年数15年

-

高校卒 - 256,600

- -

４級

医療職（３）
大学卒

短大3卒 - -

５級

区分

３級

２級

１級 定型的な業務を行う職務

６級

職員数

5

6

構成比率

7.9

11.1

１　特に高度の知識又は経験を必要とする業務を行う係長又は主査
で、責任の度合いが次号と同等と認められる職務
２　課長補佐、主幹、会計管理者又は農業委員会の事務局長

21 30.2

標準的な職務内容

重要な事務を所掌し、特に責任の度が重いと認められる課長、参事、議
会の事務局長、教育次長若しくは病院事務長又は課長相当職の職務

１　相当高度の知識及び経験を必要とし、責任の度が重いと認められる
課長補佐、主幹、会計管理者又は農業委員会の事務局長の職
２　課長、参事、議会の事務局長、教育次長若しくは病院事務長又は課
長相当職の職務

33.3

特に高度の知識又は経験を必要とする業務を行う職務 7 9.5

１　主任の職務
２　係長又は主査の職務

19

7.9

（注）１ 　月形町町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。
　　　２ 　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

5

１級, 7.9% １級, 9.2%
１級, 4.2%

２級, 11.1% ２級, 9.2% ２級, 15.3%

３級, 30.8%

３級, 18.1%

４級, 33.3%

４級, 3.1%

４級, 15.3%

５級, 9.5%

５級, 29.2%

５級, 2.8%

６級, 7.9%

６級, 10.8%

６級, 31.9%

７級, 2.8%

８級, 3.1%
８級, 9.7%

３級, 30.2%

７級, 4.6%
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平成１９年度の構成比 １年前の構成比（Ｈ1８） ５年前の構成比（Ｈ１４）



４職員の手当の状況

（１）期末手当・勤勉手当

千円 千円

（19年度支給割合） （19年度支給割合）

3.0 月分 （ 1.6 ） 月分 3.0 月分 （ 1.6 ） 月分

1.5 月分 （ 0.7 ） 月分 1.5 月分 （ 0.7 ） 月分

（２）退職手当（平成１９年４月１日現在）

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

千円 千円

（３）地域手当～なし

（４）特殊勤務手当（平成１９年４月１日現在)～なし

（５）時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（６）その他の手当（平成１９年４月１日現在）

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

同じ

【持ち家】
町内10,000円
町外5,000円

国制度と異なる
内容

支給実績
（平成１8年度決算）

支給実績（平成１8年度決算）

2ｋｍ以上の距離を自動車等で
通勤する職員に支給
例）　2～5ｋｍ・・・2,000円
　　　5～10ｋｍ・・4,100円

37,692

223,727

12,660

6,835

490

2,461
・課長職・・・給料月額の5％
・主幹職・・・給料月額の4％

国の制度の2分
の1

通勤手当

管理職手当 異なる

支給職員１人当たり
平均支給年額

（平成18年度決算）

住居手当

同じ

異なる

294,419

151,889

扶養手当

手当名

【代表例】
　配偶者13,500円
　その他の扶養親族
　2人目まで6,000円
　3人目以降5,000円

・家賃月額23,000円以下は
12,000円を控除した額
・家賃月額23,000円を超える場
合は月額から23,000円を控除し
た額の2分の1（その控除した額
の2分の1が16,000円を超える時
は、16,000円）を11,000円に加算
した額

支給実績（平成１７年度決算）

職員１人当たり平均支給年額（平成１8年度決算）

勤勉手当

（加算措置の状況）

職務上の段階、職務の等級等による加算措置

月形町

職務上の段階、職務の等級等による加算措置

（加算措置の状況）

1人当たり平均支給額（平成19年度）

期末手当

勤勉手当

（注） 　(    )内は、再任用職員に係る支給割合である。 

１人当たり平均支給額 10,572-

59.28

59.28

その他の加算措置

国

1人当たり平均支給額（平成19年度）

期末手当

最高限度額

勤続３５年

23.50

33.50

47.50

59.28

30.55

41.34

勤続２０年

勤続２５年

月形町 国

（支給率） 自己都合 勧奨・定年（支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 23.50 30.55

勤続２５年 33.50 41.34

勤続３５年 47.50 59.28

最高限度額 59.28 59.28

その他の加算措置

内容及び支給単価
国の制度
との異同

5,396

95

6,364

112職員１人当たり平均支給年額（平成１７年度決算）

（退職時特別昇給　　　　有　　）
　※平成18年7月に廃止

注）退職手当の1人当たり平均支給額は、平成18年度に退職した職員に支給された平均額である。



５　特別職の報酬等の状況（平成１９年４月１日現在）

円 円 ／ 円

（ 円）

円 円 ／ 円

（ 円）

円 円 ／ 円

（ 円）

円 円 ／ 円

（ 円）

円 円 ／ 円

（ 円）

円 円 ／ 円

（ 円）

月分

月分

千円

千円

千円

　（注） １
２

６　職員数の状況

＜参考＞ ～ 人

人

人）

＜参考＞ ～ 人

人

＜参考＞ ～ 人

人

＜参考＞ ～ 人

人

H19.3.31 4,071

H19.3.31 4,071

665,000

307,000

551,000

236,000

251,000

97,000

150,000

115,000

合計
[　110　]

　
　
　
会
計
部
門

公
営
企
業
等

病院

0

小計

警察

消防

下水道

その他

8

0

0

7 7

0

0

0

0

0

0

0 0 0

6 6

―

区分

町長

副町長

収入役

391,300

368,900

688,000

603,000

給料月額等

（参考）類似団体における最高／最低額

435,500825,000

報
酬

議長

副議長

議員

給
料

268,000

214,000

168,000

期
末
手
当

町長

副町長

収入役

議長

副議長

議員

　（１９年度支給割合）

4.4

　（１９年度支給割合）

退
職
手
当

町長

副町長

収入役

農林水産

土木

商工

対前年
増減数

主な増減理由

2

4.4

（各年４月１日現在）

　（算定方式）

備考

職員数

平成18年 平成19年

税務

2

（支給時期）（１期の手当額）

退職後

退職後

0

19 0

普
通
会
計
部
門

0

4 4 0

33

1

（１）部門別職員数の状況と主な増減理由

労働

衛生

民生

　　　　　　　　　　　　　区分
部門

10 10

3 3

―

688,000円×21.252
（在職4年の場合）

603,000円×13.42
（在職4年の場合）

※助役兼掌 ―

一
般
行
政
部
門

7

16

議会

総務 19

教育

1

8

小計

7

16

退職者不補充（非常勤看護師採用）27

16.51

54 54 0 　人口1,000人当たり職員数 13.26

H19.3.31 4,071

　（類似団体の人口1,000人当たり職員数

0

0

0 　人口1,000人当たり職員数 3.93

0

0

-128

28 27

　　　２　[　　　]内は、条例定数の合計である。

小計

98 97 -1

-1
　人口1,000人当たり職員数 6.63

H19.3.31

[　110　]

4,071

　人口1,000人当たり職員数 23.83

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。

14,621

8,092

給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。
退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）勤めた場合における退職手当の見込額であ
る。



（２）年齢別職員構成の状況（平成１９年４月１日現在）

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人

②第3次月形町行政改革大綱に基づく月形町定員適正化計画

（各年４月１日現在）

-3 （ ％）

0 （ ％）

0 （ ％）

-1 （ ％）

-4 （ ％）

（注） １
２
３

3.96増減 -1

5.26

―

１７年～２２年
計

―

0.00

―

0.00

―

２２年
５年目

２０年
３年目

0

35

-1

97

0

8

0

0

一般行政部門～51人

１９年
２年目

54

③定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

職員数 57

２１年
４年目

54一般行政

1 97

101 93 8 7.92%

11 12 7 4

区分

部門

１７年
計画始期

１８年
１年目

平成18年4月1日 平成23年3月31日

計画期間

※集中改革プランにおける定員管理の数値目標

11 132 3 18 15

区分

職員数

２０歳

未満

0

２０歳

～

２３歳

２４歳

～

２７歳

２８歳

～

３１歳 ５１歳

５２歳

～

５５歳

計

（３）定員管理の数値目標及び進捗状況

①平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

平成１７年４月１日
職員数

平成２２年４月１日
職員数

純減数 純減率

５６歳

～

５９歳

職員数

増減

職員数

増減

職員数

増減

職員数

増減

―

8

―

0

-3

8

0

0

0

36

0

―

98

-3

―

36

―

101 ―

2.78

消防

計

公営企業

等会計

教育

終期
数値目標

～

４３歳

３２歳

～

３５歳

３６歳

～

３９歳

４４歳

～

４７歳

４０歳

始期

増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画１年目以降現年までの職員増減数の累計を示す。

計画期間は、１７年～２２年の５年間である。
（　　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。

以上

４８歳

～

６０歳

0%

5%

10%

15%

20%

２０歳
未満

２０歳
～

２３歳

２４歳
～

２７歳

２８歳
～

３１歳

３２歳
～

３５歳

３６歳
～

３９歳

４０歳
～

４３歳

４４歳
～

４７歳

４８歳
～

５１歳

５２歳
～

５５歳

５６歳
～

５９歳

６０歳
以上

％ 構成比



７　公営企業職員の状況

（１）町立病院事業     

ア　決算

千円 千円 千円 ％ ％

期末・勤勉手当

人 千円 千円 千円 千円 千円

イ　特記事項～なし

②職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成１８年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

③職員の手当の状況

千円 千円

（17年度支給割合） （17年度支給割合）

3.0 月分 （ 1.6 ） 月分 3.0 月分 （ 1.6 ） 月分

1.5 月分 （ 0.7 ） 月分 1.5 月分 （ 0.7 ） 月分

イ　退職手当（平成１９年４月１日現在）

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

千円 千円

ウ　地域手当～なし

千円

円

％

千円

千円

千円

千円

一人当たり
給与費
Ｂ／Ａ職員手当 計　　Ｂ

48,698 219,647 7,845

勤勉手当

23.50

職務上の段階、職務の等級等による加算措置

33.50 41.34

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、平成１８年度に退職した職員に支給された平均額である

356,684

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。

（退職時特別昇給　　　　有　　）
　※平成18年7月に廃止

43.0うち医師

1人当たり平均支給額（平成18年度）

ア　期末手当・勤勉手当

勤勉手当

団体平均

勤続３５年

うち看護師 37.0

うち事務職 44.2

勤続３５年

主な支給対象業務

1,739

期末手当

-

職務上の段階、職務の等級等による加算措置

勤続２５年

最高限度額 59.28 59.28 最高限度額

職員全体に占める手当支給職員の割合（18年度）

手当の種類（手当数）

59.28

その他の加算措置

１人当たり平均支給額

その他の加算措置

552,044

473,921

71

751,272 ▲ 52,595 274,247 36.5

128,355 42,594

446,835

1人当たり平均支給額（平成18年度）

1,294,193

職員給与費

　　　　　　　Ｂ

総費用に占め
る職員給与費比率

　　　　　Ｂ／Ａ

（参考）
16年度の総費用に
占める職員給与費

比率

30.55

37.4

564,908

435,635

293,387

446,395

月形町 国

①職員給与費の状況

区分
純損益又は
実質収支

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

45.1

期末手当

平均月収額

1,252,066

うち看護師

区分

総費用

　　　Ａ

１８年度

うち医師

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。
　　　２　職員数は、１９年４月１日現在の人数である。

給与費

給料

28

区分
職員数
　　　Ａ

45.5

１８年度

平均年齢

うち医療技術職
月形町

40.9

うち事務職 41.7

勤続２５年33.50

勧奨・定年 （支給率）

322,169

勤続２０年

国月形町

勤続２０年

基本給

902,717

323,600

317,591

（注）　（　　）内は、再任用職員に係る支給割合である。

10,959

自己都合

支給職員１人当たり平均支給年額（18年度決算）

エ　特殊勤務手当（平成１９年４月１日現在）

支給実績（18年度決算）

547,950

59.28

23.50 30.55

41.34

47.50

主な支給対象職員 左記職員に対する支給単価

医師 月額392,000円以内

手当の名称

医学研究手当

夜間看護手当

放射線作業手当

オ　時間外勤務手当

支給実績（18年度決算）

看護師

放射線技師

職員１人当たり平均支給年額（18年度決算）

支給実績（17年度決算）

職員１人当たり平均支給年額（17年度決算）

7,773

353

7,068

307

（注）　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

月額5,000円

3種類

47.50

59.28

59.28

夜間看護

放射線取扱

医学研究

勧奨・定年（支給率） 自己都合

日額3,000円



千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

※一般行政職の定員管理の中に含む

支給実績
（18年度決算）

4,668

1,896

支給職員１人当たり
平均支給年額
（18年度決算）

189,600

274,588

【事務職】
・課長職・・・給料月額の5％
・主幹職・・・給料月額の4％
【医療職】
・院長・・・給料月額の14％
・副院長・・・給料月額の13％
・医長・・・給料月額の8％
・看護師長・・・給料月額の10％
・副看護師長・・・給料月額の8％
・事務長・・・給料月額の5％

103,2921,343

5,240

6,470

1,166 1,166,400

2,156,667

873,268

同じ

カ　その他の手当（平成１９年４月１日現在）

一般行政
職の制度

と異同
手当名 内容及び支給単価

扶養手当

【代表例】
　配偶者13,500円
　その他の扶養親族
　2人目まで6,000円
　3人目以降5,000円

宿日直手当（医師）

住居手当

通勤手当

管理職手当

宿日直20,000円
半日直10,000円

同じ

同じ

【医療職】
異なる

【事務職】
同じ

・家賃月額23,000円以下は
12,000円を控除した額
・家賃月額23,000円を超える場
合は月額から23,000円を控除し
た額の2分の1（その控除した額
の2分の1が16,000円を超える時
は、16,000円）を11,000円に加算
した額

2ｋｍ以上の距離を自動車等で
通勤する職員に支給
例）　2～5ｋｍ・・・2,000円
　　　5～10ｋｍ・・4,100円

④定員管理の数値目標及び進捗状況

宿日直手当（放射線）
宿日直7,200円
半日直3,600円

一般行政職
の制度と異
なる内容

支給率


